様式第７号（第10条関係）
	住民説明報告書



	神戸市長　宛


	報告日　　　　　　年　　月　　日

　　　　　                         開発事業者 住所　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　
　　　　　　　　

	神戸市開発事業の手続及び基準に関する条例第９条第３項の規定により，住民説明に関して報告します。

	１　開発事業計画について

	開発事業の種類
	条例第２条第１号　ア　の事業

	開発事業区域の位置
	　　　　区 

	開発事業区域の面積
	　　　　　　　㎡（開発関連区域　　　　㎡）

	開発事業（変更）審査申出書
	　　　　年　　月　　日　　第　　　　　号

	その他必要事項
	開発承認　　　　年　　　月　　　日　第ア- 　　号

	
	開発許可　　　　年　　　月　　　日　第　　　　号

	２　実施日時

	実施日時
	（１）　　　年　　月　　日　　：　　～　　：
（２）　　　年　　月　　日　　：　　～　　：

（３）　　　年　　月　　日　　：　　～　　：

	場所
	（１）
（２）

（３）

	説明の方法
	（１）説明会・戸別訪問・その他（　　　　）

（２）説明会・戸別訪問・その他（　　　　）

（３）説明会・戸別訪問・その他（　　　　）

	主たる説明者
	

	３　説明の状況

	(1)説明の資料

	項目
	内容
	住民からの意見
	住民の意見に対する開発事業者の見解

	説明時に提示した図書
	□開発事業の案内文
□開発事業区域

位置図

□土地利用計画図

□開発事業計画書

□造成計画平面図・
造成計画縦横断面図
□排水計画平面図


	
	

	説明時に配布した資料
	
	
	

	
	
	
	

	(2)説明の概要

	①開発事業の計画に関する事項

	項目
	内容
	住民からの意見
	住民の意見に対する開発事業者の見解

	開発事業区域の位置、形状及び面積


	
	
	

	開発事業区域内の土地の利用に関する事項


	
	
	

	予定建築物等に関する事項


	
	
	

	公共施設等に関する事項


	
	
	

	宅地造成に関する事項

	
	
	

	排水計画に関する事項


	
	
	

	
	
	
	

	②開発事業工事に伴う影響に関する事項

	項目
	内容
	住民からの意見
	住民の意見に対する開発事業者の見解

	開発事業 の工事に関する事項
	
	
	

	
	
	
	

	③その他

	項目
	内容
	住民からの意見
	住民の意見に対する開発事業者の見解

	意見提出に関する事項


	
	
	


	説明内容に対する問い合わせに関する事項
	
	
	

	
	
	
	

	４　問い合わせ先（報告者）

	住所
	

	会社名
	　

	担当者
	

	電話番号
	

	Ｅメール
	

	※受付処理欄
受付年月日
令和　　年　　月　　日
５　備考

(1)　説明を行った住民等の範囲を地図上に表示し添付してください。（＊別紙・様式第15号「住民説明報告附属調書」）

(2)　説明時に使用した図書があれば添付してください。
(3)　正副２部を提出してください。
	


	
	提出前のチェックリスト
	チェック

	住民説明報告書（様式第７号）
	住民説明報告書（様式第７号）の報告日は住民意見の提出期間（最終説明日の翌日から起算して10日間）経過後の日付となっていますか。
（最終説明日を４月１日とした場合、４月２日から４月11日が住民意見の提出期間となり、報告日は４月12日以降とする必要があります。）
	✓

	
	住民説明は標識設置届出書を提出した日の翌日以後のものが有効です。住民説明の実施日は標識設置届出書を提出した日の翌日以後になっていますか。
	✓

	
	「２　実施日時　説明の方法」と「住民説明報告附属調書（様式第１５号）」の「日程・方法」が整合していますか。
	✓

	
	「３　説明の状況」で住民からの意見が空欄となっている箇所はありませんか。住民からの意見がない場合は空欄とせず「意見なし」と記入してください。
	✓

	
	「様式15号住民説明報告附属調書」に記載されている住民からの意見及び内容は漏れなく「３　説明の状況」に反映されていますか。（原則として同じ内容を記載してください。ただし、住民説明報告書（様式7号）には個人・法人等を特定する情報は記載しないでください。）
	✓

	
	「３（１）説明の資料」でチェックを入れた資料は全て添付されており、チェック項目と添付資料は整合していますか。
	✓

	住民説明報告附属調書（様式第１５号）
	[image: image1.emf]店舗A

開発区域

店舗Aの駐車場15ｍ又は50m

説明範囲図は建物の位置及び形状がわかる地図や航空写真等を利用していますか。
	✓

	
	右の図の店舗Aのように建築物の敷地の一部が説明を要する住民の範囲に含まれる場合も、その住民（建築物の全部若しくは一部を占有し、若しくは所有する者又は土地を所有する者）に対して説明は必要となります。説明が漏れている住民はいませんか。
	
	✓


	
	（戸別訪問・説明会以外の方法で住民説明を行っている場合）
地元自治会等の地域団体、マンションの管理会社や管理組合等から相当な理由に基づき戸別訪問・説明会以外の方法で住民説明を行うよう要望がある場合に限り、戸別訪問・説明会以外の方法による住民説明も可能ですが、その際は要望元、要望日時、要望内容、戸別訪問・説明会以外の方法になった理由を「住民説明報告附属調書（様式第１５号）」の備考欄に記載していますか。
	✓

	
	土地所有者または建物所有者が建物占有者と異なる場合で、資料を郵送した場合は、備考欄に郵送先の都道府県及び市区町村を記載してください。
	✓


※本チェックリストについては提出不要ですが、今一度不備がないかご確認ください
1
3

